
（別紙）【料金表別表】 ＜　西暦２０２６年　６月　１日現在　＞

介護保険給付対象サービス
※下記の金額表記は、右記地域単価を乗じたものである。 地域単価 10.45
(地域密着型通所介護)

１割 ２割 ３割
416単位 4,347円 435円 870円 1,305円
478単位 4,995円 500円 999円 1,499円
540単位 5,643円 565円 1,129円 1,693円
600単位 6,270円 627円 1,254円 1,881円
663単位 6,928円 693円 1,386円 2,079円

１割 ２割 ３割
436単位 4,556円 456円 912円 1,367円
501単位 5,235円 524円 1,047円 1,571円
566単位 5,914円 592円 1,183円 1,775円
629単位 6,573円 658円 1,315円 1,972円
695単位 7,262円 727円 1,453円 2,179円

１割 ２割 ３割
657単位 6,865円 687円 1,373円 2,060円
776単位 8,109円 811円 1,622円 2,433円
896単位 9,363円 937円 1,873円 2,809円

1,013単位 10,585円 1,059円 2,117円 3,176円
1,134単位 11,850円 1,185円 2,370円 3,555円

１割 ２割 ３割
678単位 7,085円 709円 1,417円 2,126円
801単位 8,370円 837円 1,674円 2,511円
925単位 9,666円 967円 1,934円 2,900円

1,049単位 10,962円 1,097円 2,193円 3,289円
1,172単位 12,247円 1,225円 2,450円 3,675円

１割 ２割 ３割
753単位 7,868円 787円 1,574円 2,361円
890単位 9,300円 930円 1,860円 2,790円

1,032単位 10,784円 1,079円 2,157円 3,236円
1,172単位 12,247円 1,225円 2,450円 3,675円
1,312単位 13,710円 1,371円 2,742円 4,113円

１割 ２割 ３割
783単位 8,182円 819円 1,637円 2,455円
925単位 9,666円 967円 1,934円 2,900円

1,072単位 11,202円 1,121円 2,241円 3,361円
1,220単位 12,749円 1,275円 2,550円 3,825円
1,365単位 14,264円 1,427円 2,853円 4,280円

１割 ２割 ３割
▲-47単位 ▲-491円 -▲50円 -▲99円 -▲148円
▲-94単位 ▲-982円 -▲99円 -▲197円 -▲295円

○減算

送迎減算（片道）

介護保険適応時の自己負担額

介護保険適応時の自己負担額

要介護５

単位数 利用料金種　　　類

介護保険適応時の自己負担額
利用料金単位数

８時間以上９時間未満

要介護３

要介護５

３時間以上４時間未満

要介護４

要介護１

要介護５

単位数 利用料金

要介護４

要介護２

要介護１

５時間以上６時間未満

要介護１

利用料金４時間以上５時間未満

単位数 利用料金
介護保険適応時の自己負担額

介護保険適応時の自己負担額
単位数 利用料金

要介護３
要介護２

要介護５
要介護４

要介護２

７時間以上８時間未満

単位数

単位数 利用料金
介護保険適応時の自己負担額

要介護１

介護保険適応時の自己負担額

要介護１

要介護５
要介護４
要介護３

要介護２

要介護５

要介護３

要介護４
要介護３
要介護２

６時間以上７時間未満

要介護３
要介護４

要介護１
要介護２

同一建物減算



１割 ２割 ３割
✔ 40単位/日 418円 42円 84円 126円
－ 55単位/日 574円 58円 115円 173円
－ 60単位/日 627円 63円 126円 189円
－ 60単位/日 627円 63円 126円 189円
－ 45単位/日 470円 47円 94円 141円
－ 56単位/日 585円 59円 117円 176円
－ 76単位/日 794円 80円 159円 239円
－ 20単位/月 209円 21円 42円 63円
－ 22単位/日 229円 23円 46円 69円
－ 18単位/日 188円 19円 38円 57円
－ 6単位/日 62円 7円 13円 19円
－ 200単位/回 2,090円 209円 418円 627円
－ 50単位/月 522円 53円 105円 157円
－ 20単位/回 209円 21円 42円 63円
－ 5単位/回 52円 6円 11円 16円
－ 150単位/回 1,567円 157円 314円 471円
－ 160単位/回 1,672円 168円 335円 502円
－ 30単位/月 313円 32円 63円 94円
－ 60単位/月 627円 63円 126円 189円
－ 100単位/月 1,045円 105円 209円 314円
－ 200単位/月 2,090円 209円 418円 627円
✔ 50単位/時間 522円 53円 105円 157円
－ 40単位/月 418円 42円 84円 126円
体制

－
－
－
✔
－
－
－

・

・

・

○加算

11.7%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

12.7%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

11.5%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

体制

単位数単位

左の単位数×地域単価

入浴介助加算(Ⅰ）

単位数

入浴介助加算（Ⅱ）
認知症加算
若年性認知症利用者受入加算

中重度者ケア体制加算

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ

個別機能訓練加算（Ⅱ）
サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ

介護保険での給付の範囲を超えたサービス利用の利用料金は、事業者が別に設定し、全額が利用者の自己負担となりますのでご相談く
ださい。

介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付が行われない場合があります。

その場合、利用者は料金表の利用料金全額をお支払いください。利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書と領収証を発行し
ます。発行されたサービス提供証明書と領収書を保険者介護保険窓口に持参すると、必要な手続きを行った後に法定の介護給付費分が
返還されます。

上記料金算定の基本となる時間は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、利用者の居宅サービス計画に定められたサービスにか
かる標準的な時間を基準とします。

利用料金

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）イ
介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）ロ
介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）イ

種　　　類

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）ロ 12.5%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 10.5%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 8.9%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 基本単位数×５／１００

栄養改善加算

栄養アセスメント加算
口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

利用料金
介護保険適応時の自己負担額

種　　　類

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

生活機能向上連携加算（Ⅱ）

延長加算
科学的介護推進体制加算



【利用料金の計算方法】

介護保険給付対象外サービス
○ 食費

○ おむつ代
　おむつ等を使用される方は、以下の通り料金がかかります。
　おむつ・リハビリパンツ １００円
　パッド 　５０円

○ その他の費用

○ キャンセル料
　正当な理由がある場合に限り、無料です。

【加算等の概要】
○減算
送迎減算（片道）

○加算
入浴介助加算（Ⅰ）

入浴介助加算（Ⅱ）

認知症加算

若年性認知症利用者受入加算

中重度者ケア体制加算

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ

個別機能訓練加算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

　地域密着型通所介護サービスの中で提供される便宜のうち、利用者の希望により通常のサービ
ス提供の範囲を超える保険外の費用は、サービス提供の範囲を超えた時点から利用者の負担とな
ります。

　食事サービスを受ける方は、昼食代１食あたり７００円が必要となります。

　延長加算算定時に、食事サービスを受ける方は、朝食代１食あたり４７０円・夕食代１食あた
り６８０円が必要となります。

　上記計算方法により、算出された金額から法定の介護給付費を引いた金額が自己負担となります。
（１ヶ月の利用合計単位数）×　地域単価

送迎を実施していない場合(利用者が自ら通う場合、家族が送迎を行う場合等の事業所が送迎を実施していない場合)に減算の対象とな
ります。

入浴中の利用者の観察を含む、介助を行う場合に算定されます。観察とは、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のための
見守り的な援助であり、極力利用者自身の力で入浴できるように、必要に応じて介助、転倒予防のための声がけ、気分の確認などを行
います。結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった場合でも、加算の対象になります。

医師・理学療法士・作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員等が利用者宅を訪ねて、浴室の環境を確認し、それを踏まえて“個別入
浴計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載”し、計画に基づき個別の入浴介助を行う場合に算定されます。

基準の人員に上乗せして看護職員又は介護職員を常勤換算法で２以上確保し、且つ前年度又は算定日が属する月の前三月間の利用者の
総数のうち、認知症である方の占める割合が１００分の２０以上であること、また通所介護を行う時間を通じて認知症介護に係る研修
等を終了した者を１名以上配置している場合に加算の対象となります。

若年性認知症患者やその家族を支援するため、本人や家族の希望を組み込んだ介護サービスが提供します。若年性認知症患者一人ひと
りの状態に応じたサービスや環境を整え個別の担当者を設けることで加算の対象になります。

基準の人員に上乗せして看護職員又は介護職員を常勤換算法で２以上確保し、且つ前年度又は算定日が属する月の前三月間の利用者の
総数のうち、要介護３、要介護４又は要介護５である方が占める割合が１００分の３０以上であること、また通所介護を行う時間を通
じて看護職員を１名以上配置している場合に加算の対象となります。

機能訓練指導員が個別機能訓練計画に基づき、身体機能及び生活機能の向上を目的に計画的に行った個別機能訓練について
算定することができます。利用者が選択した項目ごとにグループに分かれ訓練を行います。
機能訓練指導員の配置は必要ですが、配置時間の定めはありません。

機能訓練指導員が個別機能訓練計画に基づき、身体機能及び生活機能の向上を目的に計画的に行った個別機能訓練について
算定することができます。利用者が選択した項目ごとにグループに分かれ訓練を行います。
イに加え機能訓練指導員の配置は必要ですが、配置時間の定めはありません。

サービスの質の向上を図るため、LIFE（科学的介護情報システム）への提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応
じた個別機能訓練計画の作成(Plan)、計画に基づく個別機能訓練の実施(Do)、実施内容の評価(Check)、その評価結果を踏まえた計画
の見直し・改善(Action)の一連のサイクル(PDCAサイクル)により、サービスの質の管理を行います。

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上であるか、勤続１０年以上の介護福祉士が１００分の２５以上
である場合に加算の対象となります。



サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上である場合に加算の対象となります。

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

栄養改善加算

栄養アセスメント加算

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

生活機能向上連携加算（Ⅱ）

延長加算

科学的介護推進体制加算

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

中山間地域等に 居住する者への サービス提供加算

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の４０以上であるか、勤続７年以上の介護福祉士が１００分の３０以上で
ある場合に加算の対象となります。

管理栄養士を配置し、利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態に
も配慮した栄養ケア計画の作成、記録、評価を行い、栄養改善サービスの提供に当たっては必要に応じて居宅訪問を行った場合に、１
月に２回を限度として加算の対象となります。

従業者が、利用者の栄養状態のアセスメントを管理栄養士と連携して行い、本人及び家族に結果を説明し、LIFEを活用し厚生労働省に
提出した場合に加算の対象となります。

８時間以上９時間未満の指定通所介護の前後に日常生活上の世話を行い、通算した時間が９時間以上となった場合に加算の対象となり
ます。

全利用者の心身の基本的な情報（ADL値や栄養状態、口腔機能・嚥下の状態、認知症の状態など）をLIFEへ提出し、そのフィードバッ
クを十分に活用した場合に加算の対象となります。活用方法としては、ケアのあり方を検証してケアプランやサービス計画を見直し
や、現場でPDCAサイクルを回すことが求められています。

介護職員の賃金改善の観点から、介護サービスに従事する介護職員の賃金改善に充てることを目的とした加算です。
算定要件を満たし、計画を指定権者に提出した事業所のみが加算取得の対象となります。

介護職員の職場定着のための取り組みとして、介護職員処遇改善加算等の取り組みが行われていましたが、さらなる定着率向上を目指
し、特に現場でリーダー的な役割を担う介護職員の賃金引き上げのための取り組みとして、長く勤めること、キャリアアップすること
で、それに見合った賃金を得ることでき、給与面での不安から離職することを防ぐことが目的となっています。
算定要件を満たし、計画を指定権者に提出した事業所のみが加算取得の対象となります。

離島振興法・山村振興法・特定農山法・過疎地域自立促進特別措置法に指定されている地域、その他厚生労働省令で定められた地域に
居住している利用者に対して、通常の事業実施区域を越えて、通所介護を行った場合に対象となります。

利用開始時及び利用中6月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の口腔の健康状態に関する情報と栄養状態
に関する情報を担当ケアマネジャーに提供した場合、６月に１回を限度として加算の対象となります。

利用者が栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合、口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を行い、当該情報を利用
者の担当ケアマネジャーに提供した場合、６月に１回を限度として加算の対象となります。
・栄養アセスメント加算 or 栄養改善加算を算定の場合、口腔項目のスクリーニングのみ実施。（栄養項目のスクリーニング不要）
・口腔機能向上加算を算定の場合、栄養項目のスクリーニングのみ実施。（口腔項目のスクリーニング不要）

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を配置し、利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、職員が共同して、利用者ごとの口腔機能改
善管理指導計画の作成・記録・評価を行った場合に、１月に２回を限度として加算の対象となります。

加算(Ⅰ)の取り組みに加え、口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出(LIFEを活用)し、口腔機能向上サービスの実施に
あたって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場合、１月に２回を限度として加
算の対象となります。

評価対象期間の満了日の属する年度の次年度内に限り加算の対象となります。評価期間に連続して６月以上利用した期間のある要介護
者の集団について、特定の要件を満たすことによって加算の対象となります。

上記の要件を満たした事業所において、当該利用者のＡＤＬ値を測定し、その結果が一定以上の場合に加算の対象となります。

自立支援・重度化防止に資する生活機能向上を目的として、通所介護事業所の職員と外部のリハビリテーション専門職が共同しアセス
メントを行い、個別機能訓練計画を作成することによって加算の対象となります。
また理学療法士等や医師は、通所リハビリテーション等のサービス提供の場又はICTを活用した動画等により、利用者の状態を把握し
た上で、助言を行う必要があります。

自立支援・重度化防止に資する生活機能向上を目的として、通所介護事業所の職員と外部のリハビリテーション専門職が共同しアセス
メントを行い、個別機能訓練計画を作成することによって加算の対象となります。
※個別機能訓練加算を算定している事業所が上記の要件を満たした場合は100単位／月となります。

処遇改善加算及び特定処遇改善加算に加え、基本給等の引き上げによる賃金改善を図ることが目的の加算です。算定要件を満たし、計
画を指定権者に提出した事業所のみが加算取得の対象となります。


